
１　重要な会計方針

  ⑴  有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 満期保有目的債券・・・償却原価法

　　　 その他有価証券・・・決算時の市場価格等に基づく時価法

  ⑵  棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 　棚卸資産の評価については、先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）による。

  ⑶  固定資産の減価償却の方法

　　 ア　有形固定資産・・・定率法

　　　　　ただし、平成22年10月1日の合併により受け入れた資産及び平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備

　　　　　については定額法による。

　　 イ　ソフトウェア・・・定額法

  ⑷  引当金の計上基準

　　 ア　賞与引当金

　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当期に負担すべき賞与見積額を計上している。

　　 イ　退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて計上している。

　⑸  消費税等の会計処理について

　　　 消費税等の会計処理は、税込方式による。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

財務諸表に対する注記

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 4,379,342 226,562 358,163 4,247,741

投資有価証券 1,035,620,658 358,163 226,562 1,035,752,259

計 1,040,000,000 584,725 584,725 1,040,000,000

特定資産

退職給付引当資産 68,891,000 6,653,000 0 75,544,000

事業運営対策積立資産 249,816,462 0 0 249,816,462

システム整備積立資産 26,741,482 0 0 26,741,482

庁舎移転費用積立資産 40,761,702 0 0 40,761,702

マラソン財団積立資産 41,000 0 41,000 0

計 386,251,646 6,653,000 41,000 392,863,646

合計 1,426,251,646 7,237,725 625,725 1,432,863,646
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３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

４　固定資産等の取得価額、増減額、減価償却累計額及びその残高

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

国債（第62回）

国債（第138回）

国債（第138回）特定口

国債（第143回）

国債（第139回）

国債（第156回）

国債（第167回）

（単位：円）

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産

定期預金 4,247,741 (2,590,449) (1,657,292) -

投資有価証券 1,035,752,259 (486,409,551) (549,211,107) -

計 1,040,000,000 (489,000,000) (550,868,399) -

特定資産

退職給付引当資産 75,544,000 - - (75,544,000)

事業運営対策積立資産 249,816,462 - (249,816,462) -

システム整備積立資産 26,741,482 - (26,741,482) -

庁舎移転費用積立資産 40,761,702 - (40,761,702) -

計 392,863,646 (0) (317,319,646) (75,544,000)

合計 1,432,863,646 (489,000,000) (868,188,045) (75,544,000)

（単位：円）

科目
取　　得　　価　　額

減価償却累計額 帳簿価額
期首残高 当期増加 当期減少 期末残高

16,332,835

什器備品 32,656,032 6,024,645 0 38,680,677 21,720,350 16,960,327

建物付属設備 27,350,561 209,000 0 27,559,561 11,226,726

・備品の更新等に伴う建物付属設備及び什器備品の増
・ソフトウエアの更新による増

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

19,113,084

合計 186,324,464 6,563,204 0 192,887,668 140,481,422 52,406,246

ソフトウェア 126,317,871 329,559 0 126,647,430 107,534,346

160,617,748 181,688,500 21,070,752

38,907,402 44,011,500 5,104,098

基本財産

99,866,867 101,060,000 1,193,133

249,837,550 249,552,850 △ 284,700

188,564,786 183,442,300 △ 5,122,486

198,731,764 228,880,500 30,148,736

99,226,142 113,850,000 14,623,858

合計 1,035,752,259 1,102,485,650 66,733,391
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６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

７　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

８ 引当金の増減額及びその残高

貸借対照表上
の記載区分

助成金

（単位：円）

補助金等の名称・交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　（一財）日本消防設備
　　　　　　　　　安全センター

0 250,000 250,000 0

　（一財）全国危険物安全協会 0 100,000 100,000 0

合計 0 635,000 635,000 0

　東京労働局 0 285,000 285,000 0

（単位：円）

内容 金額

経常収益への振替額

基本財産受取利息の振替額 5,493,551

目的 その他

マラソン財団積立資産取崩 41,000

合計 5,534,551

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

合計 128,423,232 62,447,775 59,532,232 0 131,338,775

55,794,775

退職給付引当金 68,891,000 6,653,000 0 0 75,544,000

賞与引当金 59,532,232 55,794,775 59,532,232 0
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９ 関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位：円）

種
類

法
人
等
の
名
称

住
所

資
産
総
額

事
業
の
内
容
又
は
職
業

議
決
権
の
所
有
割
合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目

期
末
残
高

役
員
の
兼
務
等

事
実
上
の
関
係

当
法
人
を
支
配
す
る
法
人

東
京
消
防
庁

東
京
都
千
代
田
区
大
手
町
一
丁
目
３
番
５
号

- - -

当
協
会
理
事
二
十
七
名
中
　
東
京
消
防
庁
職
員
三
名

当
協
会
は

、
行
政
補
完
型
財
団
法
人
と
し
て
東
京
消
防
庁
と
有
機
的
連
携
の
下

に
受
託
業
務
を
行

っ
て
い
る

。

防火・防災管理講習
　　　　　　　　　　　業務委託

193,436,642
防火・防災管理講習
　　　　　　　　　　事業収益

4,793,258

危険物取扱者保安講習
及び消防設備士講習
　　　　　　　　　　　業務委託

64,893,688 消防講習事業収益 4,261,112

都民防災教育センター
　　　　　　　　　　　業務委託

433,212,078 防災館運営事業収益 7,610,722

応急手当講習普及
　　　　　　　　　　　業務委託

677,175,541 救命講習事業収益 6,552,559

消防防災資料センター
　　　　　　　　　　　業務委託

120,135,767
消防博物館運営
　　　　　　　　　　事業収益

4,377,633

⑵  上記金額は年間契約額の実費相当分のみを収益としている。

⑶　期末残高は精算額である。

合計 1,488,853,716 27,595,284

⑴　上記取引はすべて年間継続契約である。
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１　重要な固定資産の明細
財務諸表に対する注記　２「基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載している。

２　引当金の明細
財務諸表に対する注記　８「引当金の増減額及びその残高」に記載している。

附属明細書
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